


(4) 給与改定の状況
①月例給

（参考）

A B
円 円 円 ％ ％ ％

②特別給（期末・勤勉手当）
（参考）

A 支給月数 B
月 月 月 月 月 月

(5) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し

実施内容

②地域手当の見直し

（実施時期） 平成27年4月1日より実施します。

③ その他の見直し内容

平成30年度の
支給割合

（給料表の改定実施時期）平成27年4月1日
（内容）

一般行政職の給料表については、国の見直し内容を踏まえ、平均2.7％引下げ、高齢層については、最大4.7％引下げました。
他の給料表については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施しました。
新給料表への円滑な移行のための経過措置として、新たに受ける給料月額が平成27年3月31日に受けていた給料月額に満たない場合、その

差額を平成31年3月31日まで支給します。

（注）

0.06

「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月数」は期末手当及び勤勉手当の年
間支給月数です。

4.45

級地区分の新設（現行６区分）を行うとともに、支給割合を級地区分ごとに段階的に引き上げることとし、平成27年4月1日時点の三重県
内支給割合は４％、給与改定後は、平成27年4月1日に遡及し４．５％を支給します。また、平成30年度の人事委員会の勧告により、平成30
年4月1日に遡及し県内一律４．６％を支給します。
（参考）

（支給割合）国基準である鈴鹿市１２％、四日市市１０％、津市・桑名市・亀山市６％、名張市・伊賀市・木曽岬町・東員町・菰野町・朝
日町３％に対し、県内一律４．６％を支給します。

30年度

人事委員会の勧告

(0.12%)

年間支給月数
（改定月数）

30年度

（注）

区 分

「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の4月分の給与額をラスパイレス比較した平均給与月額です。

482
392,720

給与改定率勧 告
（改定率）

区 分
A-B

公務員給与

4.404.46

A-B

較 差民間給与

4.450.05

支給月数割合

人事委員会の勧告

392,238 0.16

国の改定率

民間の支給

0.09

勧 告 国の年間

１級地（東京都特別区）

２級地（大阪市等）

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の見直し等に取り組むとされてい
ます。

公務員の 較 差

三重県内

0.09

15%

10%・6%・3%

6%・3%・0%

級地
平成29年度の

支給割合

20%

16%

12%

10%

平成27年4月1日に、単身赴任手当及び管理職員特別勤務手当について、国と同様に見直しを実施しました。

５級地（京都市等）

3%

4.5%

６級地（仙台市等） 6%

７級地（札幌市等）

12%・10%・6%

３級地（名古屋市等）

平成28年度の
支給割合

20%

16%

15%

3%

4.5%

４級地（神戸市等）

3%・2%

4.5%

12%

10%

6%

15%・14%・13%

12%・10.5%・10%

10%・9%・7%

6%・5%・4%

18%

15%・13%

平成26年度の
支給割合

平成27年度の支給割合

4月1日時点 遡及改定後

18.5%

15.5%・15%

18%

15%・12%

3%・1%

4%

10%・7%・5%

6%・4%・2%

15%・13%・11%

12%・10%・8%

3%・0%

4%

15%・12%・10%

3%

4.6%

20%

16%

15%

12%

10%

6%
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２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況
(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（30年4月1日現在）

①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

②技能労務職

三重県 歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

三重県

歳 円

歳 円

歳 円

三重県

円 円

円 円

円 円

1

2

3

③高等（特別支援・専修・各種）学校教育職

歳 円 円

歳 円 円

④小・中学校（幼稚園）教育職

歳 円 円

歳 円 円

- －

2,808,700

－

平均給与月額

－

年収ベース（試算値）の比較

2.00

自家用乗用自動車運転者

参考

参考

平均年齢

375,279

366,316

平均給料月額

357,326

－

64.1

公務員
（C）

－

419,760

419,034361,178

国

平均年齢

344,034

（国比較ベース）

434,253

－

413,909

207,200

221,500

民間
（D）

平均給与月額

3,446,300

公務員

43.1

44.2

平均給料月額 平均給与月額区分

52.0

平均給与月額

440,397

－

383,993

369,953

2.69

年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度
に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

三重県

技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありませ
ん。

平均給料月額

平均年齢

平均年齢

都道府県平均

44.8

42.7

－

7,771,067

都道府県平均

区分

三重県

三重県

43.0

区分

区分

用務員

390,583

うち自動車運転手

うち用務員 2.45

45.7

6,870,240

55.6

うち学校給食員

平均給料月額

378,600

A／B

－

うち用務員

うち自動車運転手

379,720210

410,110

職員数

3

53.9

平均年齢

うち自動車運転手

2.20

区分

国

－

区分

410,940329,845

286,817

401,384

328,637

392,450

21

2

－

327,050

平均給与月額（A）

444,388

－

都道府県平均

413,984

2,553 －

－

324,106

うち用務員

55.0 488,050

対応する民間
の類似職種

民間

－

43.1

C／D

456,929

2,891,100

平均給与月額
（B)

うち学校給食員

43.5

都道府県平均

50.7

382,943

256,300

－

407,631

平均給与月額
（国比較ベース）

うち学校給食員

調理士

52.9

民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成27～29年の3ヶ年平均）
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⑤警 察 職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

（注） 1 「平均給料月額」とは、30年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。
2

(2) 職員の初任給の状況（30年4月1日現在）

円 円

円 円

円

円

円

円 円

円 円

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（30年4月1日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

－

447,658

208,300

327,663

－

－

368,727

169,500

経験年数10年  経験年数25年

233,133

322,202

－

456,228

平均給与月額

208,000

現業職

高 校 卒

（国ベース）

273,339

147,100

国

366,746

平均給与月額

320,732

374,941

都道府県平均

-

－

210,600

警 察 職 大 学 卒

大 学 卒

210,600

三 重 県

293,282

高 校 卒

428,119

経験年数20年

179,500

高 校 卒

大 学 卒 316,054小・中学校教育職

351,896

391,373

区 分

154,900

大 学 卒

警 察 職

高 校 卒

小・中学校教育職 大 学 卒

高等学校教育職

現業職

317,39741.3

高 校 卒

38.4

平均給料月額

三重県

「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当の額を合
計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。
また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの）で算出し
ています。

179,200189,200

154,900

国

一般行政職

37.9

区 分

平均年齢区分

大 学 卒

367,956315,667

390,166

一般行政職

高等学校教育職

大 学 卒

403,102

418,569

大 学 卒

273,243

397,504 424,782

400,133

経験年数30年

413,259

380,516

352,000

436,960

－

高 校 卒

390,960369,195

407,176

406,805
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４ 職員の手当の状況

(1) 期末手当・勤勉手当

千円

（29年度支給割合） （29年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・ 役職加算 5～20％ ・ 役職加算 5～20％

・ 管理職加算  15～25％ ・ 管理職加算  10～25％

（注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

○勤勉手当への人事評価の活用状況（三重県）

(2) 退職手当（30年4月1日現在）

（支給率）

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（2％～45％加算） （2%～45%加算）

１人当たり平均支給額 千円 千円

（注） 退職手当の1人当たり平均支給額は、29年度に退職した職員に支給された平均額です。

 (3) 地域手当（30年4月1日現在）

千円

円

 

人 ％ ％

人 ％ ％

人 ％ ％

人 ％ ％

人 ％ ％

％ ％

○

○

一般職員特定管理職員

○

一般職員

○

○

三重県

4,674,641支給実績（29年度決算）

213,815

応募認定・定年

47.709

47.709

23,602

（注） 「国の制度（支給率）」の欄の平均支給率は、支給対象職員に対し国の率で支給したと仮定した場合の加重平均の支給率です。

2.60 1.715

20.024

3

平均支給率

16.0

3.0～12.0

（0.85）（1.45）

1.80

自己都合

28.0395

39.7575

支給対象地域

47.709

二級地（大阪市等）

県

イ 人事評価を実施した

標準に加え、上位及び下位の成績率も適用

標準に加え、下位の成績率も適用

2.60

－

3.0～12.0

8 16.0

支給職員1人当たり平均支給年額（29年度決算）

16.0

支給対象職員数

医師

支給率

40

一級地（東京都特別区）

定年前早期退職特例措置

20.0

三級地（名古屋市等）

国の制度（支給率）

－

15.0

－

四～六級地（県内、その他県外）

15.0

21,788

県

47.709

19.6695

28.0395

24.586875

47.709

39.7575

47.709

19.6695 24.586875

33.2707533.27075

4,471

16.0

国

定年前早期退職特例措置

ロ 人事評価を実施していない

平成30年度中における運用

（支給率）         自己都合             応募認定・定年

標準の成績率のみ適用

1人当たり平均支給額（29年度）

国

国

○

標準に加え、上位の成績率も適用

（1.45）

1,646

（0.85）

管理職員

○

○
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 (4) 特殊勤務手当（30年4月1日現在）

千円

千円

％

種類

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

支給実績（28年度決算）

主な支給対象業務

職員1人当たり平均支給年額（29年度決算）

職員1人当たり平均支給年額（28年度決算）

469

支給実績（29年度決算）

4,356,215

521

支給職員1人当たり平均支給年額（29年度決算）

支給実績（29年度決算）

33

1,311,782

手当の種類（手当数）

35.4

手当の名称

職員全体に占める手当支給職員の割合（29年度）

168

3,898,057

手当の名称、主な支給対象職員及びその業務、支給単価については、三重県のホームページをご覧ください。

左記職員に対する支給単価主な支給対象職員

（注） 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（29年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理
      職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

8



(6) その他の手当（30年4月1日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

・行政職給料表
最高 月額 139,300円
（国と異なる区分あり）

1,430,468

2,376,284

146,647

住居手当

2,267,102

支給実績
（29年度決算）

手 当 名
国の制度
との異同

内容及び支給単価

異なる

初任給調整手当

同じ

管理又は監督の職にある職員に
支給
・行政職給料表

最高 月額 139,300円

通勤手当

1,382,291
〔借家〕
月額12,000円を超える家賃を支
払っている職員に支給

異なる

国の制度と異なる内容

同じ

獣医師は支給なし異なる

通勤距離が片道2ｋｍ以上で、交
通機関を利用又は交通用具を使
用して通勤している職員に支給
・交通機関利用 定期券等の価
額

（最高 月額65,000円）
・自動車・自動二輪車使用

距離に応じて月額3,000円～月
額40,700円

（交通機関併用者について
は、駐車場利用料金の1/2を支給
〔上限3,500円〕）
・自転車使用 月額3,000円

〔交通機関利用者〕
最高 月額55,000円

〔交通用具使用者〕
距離に応じて月額2,000円～
31,600円
（駐車場利用料金の支給あり）

へき地手当

管理職手当

生活の不便な地に所在する公署
に勤務する職員に給料及び扶養
手当の4/100～25/100を支給

管理又は監督の職にある職員が
臨時又は緊急の必要性等により
週休日又は休日に勤務した場合
に支給
・勤務1回につき管理職手当区分
に応じて3,000円～12,000円

特地勤務手当

管理職員
特別勤務手当

月額8,000円を超える家賃を支
払っている職員に支給
・借家 最高 月額27,000円

定時制又は通信制の課程を置く
高等学校の教育職員に給料の
10/100（管理職手当を受ける者
にあっては8/100以内）を支給

医師又は歯科医師、獣医師の資
格を有し、採用による欠員補充
が困難な職に採用された職員に
一定期間支給
・最高 月額 368,400円（医師
又は歯科医師）
・最高 月額 30,000円（獣医
師）

異なる

―

同じ

同じ

公署を異にする異動等に伴い転
居し、やむを得ず配偶者等と別
居して単身で生活することに
なった職員に支給
・月額30,000円＋加算額（配偶
者等の住居との距離に応じて
8,000円～58,000円）

へき地学校等に勤務する職員に
給料及び扶養手当の4/100～
25/100を支給

定時制通信
教育手当

扶養親族のある職員に支給

・子 月額 10,000円
・配偶者等 月額 6,500円
・16歳から22歳の子について
は、1人につき5,000円を加算

142,957

扶養手当

―

単身赴任手当

224,577

245,348

707,802

109,881

126,6962,914

44,316

21,7467,720

1,437,716

105,904

385,329

188,579

427,553

支給職員１人当た
り平均支給年額
（29年度決算）

9



千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

小学校、中学校、高等学校及び
特別支援学校に勤務する教育職
員に支給
・最高 月額 8,000円

午後10時から翌日の午前5時まで
の間において正規の勤務時間と
して勤務した職員に支給
・1時間当たりの給与額×25/100
×勤務時間数

宿日直勤務を命じられた職員に
支給
・一般の宿日直

勤務1回につき4,200円
（5時間未満 2,100円）

・医師又は歯科医師の宿日直
勤務１回につき20,000円
（5時間未満 10,000円）

・常直 月額 21,000円
（勤務日数半月以下 10,500

円）

農林漁業の普及指導に従事する
職員に給料の8/100を支給

義務教育等
教員特別手当

農林漁業普及
指導手当

産業教育手当

休日等において正規の勤務時間
中に勤務した職員に支給
・1時間当たりの給与額×
135/100×勤務時間数

―

農業、水産又は工業に関する課
程を置く高等学校の教育職員
で、実習を伴う農業、水産又は
工業に関する科目を主として担
任する職員に給料の6/100～
10/100を支給

宿日直手当 同じ

―

夜間勤務手当

休日勤務手当

―

同じ

921,290

192,330

323,511

214,989491,465

191,392

58,588

408,085

140,737

122,659

29,763

同じ 618,679

10



５ 特別職の報酬等の状況（30年4月1日現在）

月分

月分

（算定方式）

６ 職員数の状況

(1)部門別職員数の状況と主な増減理由
(各年４月１日現在）

（注）1 職員数は常勤の一般職に属する職員数です。

2 [ ]内は、条例定数の合計です。

○業務の見直し・効率化等による減

○児童相談体制の強化、子どもの発達支援体制の充実、国体準
備体制の整備等による増

△ 1

6

2

4

[△169］

普

通

会

計

部

門

区
分

税 務

3941

総 務

計

213

3,450

一
般
行
政
部
門

4,424

846

商 工

議 会

0

279

88

214

21,878

3,450

△ 131

468 469

22,346

[24,099］

22,498

農林水産

労 働

衛 生

土 木

[24,268］

9897

教育部門

953

△ 6

△ 12

576

民 生

92

283

△ 1

副 知 事

対前年
増減数平成30年

232

14,135

992 △ 13

585

14,004

497

△ 5

小 計

公会
営計
企部
業門
等

病院

小 計

電気ほか

水道

警察部門

合 計

1,005

128万円×在職月数×59/100

3.30

3.30

830,000 円

（30年度支給割合）

（30年度支給割合）

1,890.7万円

65

（任期毎）3,625.0万円

（支給時期）

9

237

840

（注）１ 給料及び報酬の（ ）内は、減額措置を行う前の金額です。
２ 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期
（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額です。

△ 151

職 員 数

○児童生徒数の減少に伴う学級減による減
○特別支援教育の充実による増

（参考：人口10万人あたり職員数 241人）

（１期の手当額）

101万円×在職月数×39/100

4,444

65 0

（任期毎）

主な増減理由
平成29年

（参考：人口10万人あたり職員数 1,218人）

○業務の見直し・効率化等による減

（参考：人口10万人あたり職員数 1,192人）22,029

965

503

△ 20

△ 4

△ 152

△ 1

副 知 事

給
料

区 分

報
酬

議 長

(1,010,000円)

知 事

副 知 事

900,000 円

1,020,000 円

副 議 長

1,024,000 円

858,500 円

(1,280,000円)

議 長

議 員

退
職
手
当

副 議 長

議 員

期
末
手
当

知 事

知 事

給 料 月 額 等
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７ 公営企業職員の状況

(1) 水道事業

  ① 職員給与費の状況

     決算

（注）1 職員手当には退職手当を含みません。
      2 職員数は、29年4月1日現在の人数です。

② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（30年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

 ③ 職員の手当の状況

 ア 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（29年度支給割合） （29年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・ 役職加算 5～20％ ・ 役職加算 5～20％

・ 管理職加算  15～25％ ・ 管理職加算  15～25％

（注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ 退職手当（30年4月1日現在）

（支給率）

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（2％～45％加算） （2％～45％加算）

1人当たり平均支給額 千円 千円 千円 千円

退職手当の1人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額です。

ウ 地域手当（30年4月1日現在）

千円

千円

％ 人 ％

700,852 7,079

4.698

- 24,402

19,952

支給職員1人当たり平均支給年額（29年度決算） 202

支給対象地域 支給率

4,471 23,602１人当たり平均支給額

定年前早期退職特例措置

39.7575 47.709

47.709

47.709

24.58687519.6695

47.709 47.709

24.586875

47.709

1.715

1人当たり平均支給額（29年度）

2.60

自己都合 応募認定・定年

28.0395 33.27075 33.2707528.0395

19.6695

区 分

（0.85）

三 重 県 参考 （三重県の知事部局等）

1人当たり平均支給額（29年度）

1,782 1,646

2.60

給  料 職員手当 期末・勤勉手当

29年度

9.1

(参考)都道府県平均
一人当たり給与費

基本給 平均月収額

千円 千円 千円

計 Ｂ 給与費 B/A

区 分 職員数 給 与 費 一人当たり

9,024,483 400,303 850,076 9.4

める職員給与費比率

28年度の総費用に占

千円 千円

Ｂ

％ ％

職員給与費比率

区 分

Ｂ／Ａ

総費用 純損益又は実 職員給与費 （参考）

一般行政職の制度（支給率）

支給実績（29年度決算）

419,335 102,804 178,713

千円

質収支

平 均 年 齢

Ａ  

29年度 千円

44.8三 重 県

99
千円     

支給対象職員数

6,870千円

総費用に占める

事 業 者

団 体 平 均 571,975

三 重 県 参考 （三重県の知事部局等）

－－

43.7

（0.85） （1.45）

（支給率） 自己都合    応募認定・定年

定年前早期退職特例措置

（注）

県内市町 4.6

（1.45）

392,209 599,992

1.715

363,652

39.7575
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エ 特殊勤務手当（30年4月1日現在）

千円

千円

％

種類

オ 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

カ その他の手当（30年4月1日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

（注） 実績のあったもののみ掲載しています。

左記職員に対する支給単価

支給実績（28年度決算） 36,397

支給職員1人当たり平均支給年額（28年度決算） 423

支給実績（29年度決算） 34,084

支給職員1人当たり平均支給年額（29年度決算） 387

現場作業手当

特殊現場作業手当
企業庁職員の特殊勤務手当

用地等交渉業務手当

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

各手当の詳細については、三重県のホームページをご覧ください。

職員全体に占める手当支給職員の割合（29年度） 55.6

手当の種類（手当数） 3

支給実績（29年度決算） 1,824

支給職員1人当たり平均支給年額（29年度決算） 33

5,193

支給職員１人当た
り平均支給年額
（29年度決算）

305,471

16,128

一般行政職の制度と異なる内容

同じ

支給実績
（29年度決算）

816,818

16,366

8,985

管理又は監督の職にある職員に
支給
・行政職給料表

最高 月額 139,300円

同じ

通勤距離が片道2ｋｍ以上で、交
通機関を利用又は交通用具を使
用して通勤している職員に支給
・交通機関利用 定期券等の価
額

（最高 月額65,000円）
・自動車・自動二輪車使用

距離に応じて月額3,000円～月
額40,700円

（交通機関併用者について
は、駐車場利用料金の1/2を支給
〔上限3,500円〕）
・自転車使用 月額3,000円

181,844

月額8,000円を超える家賃を支
払っている職員に支給
・借家 最高 月額27,000円
（自宅に居住する職員に対する
手当は、平成23年度末で廃止。
但し、平成26年度末まで経過措
置あり。）

18,429休日勤務手当

休日等において正規の勤務時間
中に勤務した職員に支給
・1時間当たりの給与額×
135/100×勤務時間数

同じ

通勤手当

244,364

一般行政職の
制度との異同

内容及び支給単価

扶養手当 同じ

同じ

住居手当

手 当 名

扶養親族のある職員に支給

・子 月額 10,000円
・配偶者等 月額 6,500円
・16歳から22歳の子について
は、1人につき5,000円を加算

（注） 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（29年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理
      職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

管理職手当

258

管理職員
特別勤務手当

管理又は監督の職にある職員が
臨時又は緊急の必要性等により
週休日又は休日に勤務した場合
に支給
・勤務1回につき管理職手当区分
に応じて6,000円～12,000円

同じ 14 14,000

14



(2) 工業用水道事業

  ① 職員給与費の状況

    決算

（注）1 職員手当には退職手当を含みません。
      2 職員数は、29年4月1日現在の人数です。

② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（30年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

 ③ 職員の手当の状況

 ア 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（29年度支給割合） （29年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・ 役職加算 5～20％ ・ 役職加算 5～20％

･ 管理職加算  15～25％ ･ 管理職加算   15～25％

（注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ 退職手当（30年4月1日現在）

（支給率）

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（2％～45％加算） （2％～45％加算）

１人当たり平均支給額 千円 千円 千円 千円

退職手当の1人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

ウ 地域手当（30年4月1日現在）

千円

千円

％ 人 ％

463,894

期末・勤勉手当

29年度
69

一般行政職の制度（支給率）

定年前早期退職特例措置

支給実績（29年度決算） 13,231

県内市町 4.6 68 4.6

支給対象地域 支給率 支給対象職員数

支給職員1人当たり平均支給年額（29年度決算） 192

- 24,402 4,471 23,602

（注）

１人当たり平均支給額

28.0395 33.27075

19.6695 24.586875

33.27075

自己都合

2.60 1.715

（0.85）

三 重 県 参考 （三重県の知事部局等）

応募認定・定年（支給率） 自己都合     応募認定・定

－事 業 者 －

（1.45） （0.85）

1,662 1,646

2.60 1.715

三 重 県

団 体 平 均 43.9 349,728 533,622

68,833 117,160

区 分 平 均 年 齢 基本給 平均月収額

一人当たり

5,363,599 411,439

計 Ｂ 給与費 B/A給  料 職員手当

（参考）

％

職員給与費

Ｂ／Ａ

職員給与費比率

Ｂ

％

千円
6,399千円

総費用に占める

(参考)都道府県平均
一人当たり給与費

28年度の総費用に占

める職員給与費比率

561,978

千円

千円

参考 （三重県の知事部局等）

1人当たり平均支給額（29年度）

6,723

41.9 368,946 566,733

19.6695 24.586875

職員数 給 与 費

10.5 10.9

三 重 県

区 分

1人当たり平均支給額（29年度）

（1.45）

千円     千円

277,901

質収支

47.709

28.0395

47.709

千円

純損益又は実

29年度 千円

Ａ  

39.7575

区 分

千円

総費用

47.709

39.7575 47.709

47.709

定年前早期退職特例措置

47.709
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エ 特殊勤務手当（30年4月1日現在）

千円

千円

％

種類

オ 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

カ その他の手当（30年4月1日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

（注） 実績のあったもののみ掲載しています。

支給実績（29年度決算） 24,823

支給実績（28年度決算） 28,711

支給職員１人当たり平均支給年額（28年度決算） 487

同じ

扶養親族のある職員に支給

・子 月額 10,000円
・配偶者等 月額 6,500円
・16歳から22歳の子について
は、1人につき5,000円を加算

手 当 名

管理職手当

管理又は監督の職にある職員に
支給
・行政職給料表

最高 月額 139,300円

支給職員１人当たり平均支給年額（29年度決算） 414

現場作業手当

特殊現場作業手当
企業庁職員の特殊勤務手当

用地等交渉業務手当

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

各手当の詳細については、三重県のホームページをご覧ください。

職員全体に占める手当支給職員の割合（29年度） 37.7

手当の種類（手当数） 3

支給実績（29年度決算） 175

支給職員1人当たり平均支給年額（29年度決算） 7

支給職員１人当た
り平均支給年額
（29年度決算）

住居手当

月額8,000円を超える家賃を支
払っている職員に支給
・借家 最高 月額27,000円
（自宅に居住する職員に対する
手当は、平成23年度末で廃止。
但し、平成26年度末まで経過措
置あり。）

7,365

10,568 176,133

2,427

休日等において正規の勤務時間
中に勤務した職員に支給
・1時間当たりの給与額×
135/100×勤務時間数

一般行政職の制度と異なる内容
支給実績

（29年度決算）
内容及び支給単価

一般行政職の
制度との異同

通勤手当

通勤距離が片道2ｋｍ以上で、交
通機関を利用又は交通用具を使
用して通勤している職員に支給
・交通機関利用 定期券等の価
額

（最高 月額65,000円）
・自動車・自動二輪車使用

距離に応じて月額3,000円～月
額40,700円

（交通機関併用者について
は、駐車場利用料金の1/2を支給
〔上限3,500円〕）
・自転車使用 月額3,000円

10,096 246,244

818,333

同じ

同じ

同じ 149休日勤務手当

（注） 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（29年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理
      職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

同じ扶養手当

13,545

269,667
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(3) 電気事業

  ① 職員給与費の状況

    決算

（注）1 職員手当には退職手当を含みません。
      2 職員数は、29年4月1日現在の人数です。

② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（30年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

 ③ 職員の手当の状況

 ア 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（29年度支給割合） （29年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・ 役職加算 5～20％ ・ 役職加算 5～20％

･ 管理職加算 15～25％ ･ 管理職加算 15～25％

（注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ 退職手当（30年4月1日現在）

（支給率）

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（2％～45％加算） （2％～45％加算）

1人当たり平均支給額 千円 千円 千円 千円

退職手当の1人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

ウ 地域手当（30年4月1日現在）

千円

千円

％ 人 ％

37,238 143,138

給 与 費 一人当たり

2,164,678 652,389 173,242

千円 千円

一般行政職の制度（支給率）

支給実績（29年度決算） 4,051

支給職員１人当たり平均支給年額（29年度決算）

-

（支給率） 自己都合       応募認定・定年 応募認定・定年

47.709 47.709

１人当たり平均支給額 23,602

支給率 支給対象職員数

33.27075

（1.45） （0.85) （1.45） （0.85)

24,402 4,471

定年前早期退職特例措置

三 重 県 参考 （三重県の知事部局等）

定年前早期退職特例措置

1,939 1,646

2.60 1.715 2.60 1.715

33.2707528.0395 28.0395

三 重 県 参考 （三重県の知事部局等）

1人当たり平均支給額（29年度） 1人当たり平均支給額（29年度）

団 体 平 均 44.6 369,164 583,211

事 業 者 －

三 重 県 47.6 423,091 630,639

区 分 平 均 年 齢 基本給 平均月収額

29年度
19

千円     千円

85,262 20,638

給  料 職員手当 期末・勤勉手当 計 Ｂ 

(参考)都道府県平均
一人当たり給与費

6,867千円

（注）

支給対象地域

職員数

％

区 分

千円

Ｂ／Ａ める職員給与費比率

19.6695

Ｂ

区 分

47.709

4.6

213

39.7575 47.709

15.4

千円

総費用に占める （参考）

47.709

－

24.586875

給与費 B/A

39.7575

職員給与費比率 28年度の総費用に占質収支

千円

自己都合

19.6695 24.586875

％千円

純損益又は実 職員給与費

Ａ  

8.0

総費用

29年度

47.709

県内市町 4.6 19

7,534
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エ 特殊勤務手当（30年4月1日現在）

千円

千円

％

種類

オ 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

カ その他の手当（30年4月1日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

（注） 実績のあったもののみ掲載しています。

支給実績（29年度決算） 4,001

支給職員1人当たり平均支給年額（29年度決算）

支給職員1人当たり平均支給年額（28年度決算）

管理又は監督の職にある職員に
支給
・行政職給料表

最高 月額 139,300円

同じ

468

企業庁職員の特殊勤務手当特殊現場作業手当

支給実績（28年度決算） 7,486

主な支給対象職員

286

主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

現場作業手当 各手当の詳細については、三重県のホームページをご覧ください。

手当の種類（手当数）

職員全体に占める手当支給職員の割合（29年度）

用地等交渉業務手当

支給職員1人当たり平均支給年額（29年度決算）

手当の名称

42.1

1,494

手 当 名 内容及び支給単価

37,333

3

支給実績（29年度決算） 126

支給実績
（29年度決算）

支給職員１人当た
り平均支給年額
（29年度決算）

一般行政職の
制度との異同

一般行政職の制度と異なる内容

同じ

同じ

管理職手当

扶養親族のある職員に支給

・子 月額 10,000円
・配偶者等 月額 6,500円
・16歳から22歳の子について
は、1人につき5,000円を加算

（注） 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（29年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理
      職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

管理職員
特別勤務手当

同じ

月額8,000円を超える家賃を支
払っている職員に支給
・借家 最高 月額27,000円
（自宅に居住する職員に対する
手当は、平成23年度末で廃止。
但し、平成26年度末まで経過措
置あり。）

同じ

通勤手当

295,538

298,800

3,842

745,250

14,000

235,5294,004

28

休日勤務手当

休日等において正規の勤務時間
中に勤務した職員に支給
・1時間当たりの給与額×
135/100×勤務時間数

住居手当

112

通勤距離が片道2ｋｍ以上で、交
通機関を利用又は交通用具を使
用して通勤している職員に支給
・交通機関利用 定期券等の価
額

（最高 月額65,000円）
・自動車・自動二輪車使用

距離に応じて月額3,000円～月
額40,700円

（交通機関併用者について
は、駐車場利用料金の1/2を支給
〔上限3,500円〕）
・自転車使用 月額3,000円

同じ

管理又は監督の職にある職員が
臨時又は緊急の必要性等により
週休日又は休日に勤務した場合
に支給
・勤務1回につき管理職手当区分
に応じて6,000円～12,000円

扶養手当

2,981

16
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(4) 病院事業

  ① 職員給与費の状況

    決算

（注）1 職員手当には退職手当を含みません。
      2 職員数は、29年4月1日現在の人数です。

② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（30年4月1日現在）

医師

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

看護師

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

事務職員

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

29年度

区 分 職員数

Ｂ Ｂ／Ａ

職員給与費

Ａ  

29年度 千円

総費用 純損益又は実 （参考）総費用に占める

千円

職員給与費比率 28年度の総費用に占

める職員給与費比率

一人当たり

給与費 B/A

給 与 費

30,119 2,052,512

給  料 計 Ｂ 

38.7 38.4

284

団 体 平 均 43.4 346,399 563,681

事 業 者 － －

594,474

区 分 平 均 年 齢 基本給 平均月収額

事 業 者 － －

三 重 県

1,321,276

団 体 平 均 38.8 307,328 498,412

平均月収額

三 重 県 43.9

平 均 年 齢 基本給

45.3

事 業 者

372,564

－

44.9 571,764

区 分

1,436,612

平均月収額

356,510 555,357

区 分

537,526

－

三 重 県

1,118,420 460,277

千円     

5,306,407

(参考)都道府県平均
一人当たり給与費

7,532千円

団 体 平 均

区 分

473,815

質収支

平 均 年 齢 基本給

期末・勤勉手当

千円

40.9

千円 千円

7,2272,052,512

％％

千円 千円

職員手当
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 ③ 職員の手当の状況

 ア 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（29年度支給割合） （29年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・ 役職加算 5～20％ ・ 役職加算 5～20％

･ 管理職加算 15～25％ ･ 管理職加算 15～25％

（注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ 退職手当（30年4月1日現在）

（支給率）

勤続20年 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（2％～45％加算） （2％～45％加算）

1人当たり平均支給額 千円 千円 千円 千円

退職手当の1人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

ウ 地域手当（30年4月1日現在）

千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

エ 特殊勤務手当（30年4月1日現在）

千円

千円

％

種類

オ 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

変則勤務手当 病院事業職員の特殊勤務手当

支給職員１人当たり平均支給年額（28年度決算） 294

病院群輪番制等
救急業務手当

支給実績（29年度決算） 71,298

支給職員１人当たり平均支給年額（29年度決算） 263

支給実績（28年度決算）

各手当の詳細については、三重県のホームページをご覧ください。

77,924

夜間看護等手当

93.0

手当の種類（手当数） 4

左記職員に対する支給単価手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

医療業務等接触手当

支給実績（29年度決算） 93,177

支給職員1人当たり平均支給年額（29年度決算） 353

上記以外の職員 4.6 261 4.6

職員全体に占める手当支給職員の割合（29年度）

医師 16 18 16

医師（管理者が認める者） 31 1 －

47.709

定年前早期退職特例措置

支給実績（29年度決算）

月分

（注）

227

47.70947.70947.709

定年前早期退職特例措置

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

支給職員1人当たり平均支給年額（29年度決算）

1,670 22,132 4,471 23,602

64,604

39.7575 47.709

月分

三 重 県

月分24.586875

28.0395 33.27075

月分

参考 （三重県の知事部局等）

（支給率） 自己都合    応募認定・定年 自己都合 応募認定・定年

（1.45） （0.85) （1.45） （0.85)

1,686 1,646

三 重 県 参考 （三重県の知事部局等）

2.60 1.715 2.60 1.715

1人当たり平均支給額（29年度） 1人当たり平均支給額（29年度）

（注） 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（29年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理
      職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

19.6695

１人当たり平均支給額

28.0395 33.27075

39.7575 47.709

19.6695 24.586875
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カ その他の手当（30年4月1日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

一般行政職の
制度との異同

一般行政職の制度と異なる内容手 当 名 内容及び支給単価
支給職員１人当た
り平均支給年額
（29年度決算）

30,481 226,268

支給実績
（29年度決算）

312,717

4,298,999

30,947 108,968

扶養手当

扶養親族のある職員に支給

・子 月額 10,000円
・配偶者等 月額 6,500円
・16歳から22歳の子について
は、1人につき5,000円を加算

住居手当

月額8,000円を超える家賃を支
払っている職員に支給
・借家 最高 月額27,000円
（自宅に居住する職員に対する
手当は、平成23年度末で廃止。
但し、平成26年度末まで経過措
置あり。）

同じ

1,002,242

初任給調整手当

医師又は歯科医師の資格を有
し、採用による欠員補充が困難
な職に採用された職員に一定期
間支給
・最高 月額416,800円

同じ

816

管理又は監督の職にある職員に
支給
・行政職給料表

最高 月額 104,100円

同じ

通勤手当

通勤距離が片道2ｋｍ以上で、交
通機関を利用又は交通用具を使
用して通勤している職員に支給
・交通機関利用 定期券等の価
額

（最高 月額65,000円）
・自動車・自動二輪車使用

距離に応じて月額3,000円～月
額40,700円

（交通機関併用者について
は、駐車場利用料金の1/2を支給
〔上限3,500円〕）
・自転車使用 月額3,000円

同じ

公署を異にする異動等に伴い転
居し、やむを得ず配偶者等と別
居して単身で生活することに
なった職員に支給
・月額23,000円＋加算額（配偶
者等の住居との距離に応じて
6,000円～45,000円）

管理職手当

192,656夜間勤務手当

408,000

13,029

73,083

宿日直手当

宿日直勤務を命じられた職員に
支給
・看護師の宿日直

勤務1回につき7,000円
（5時間未満 3,500円）

・医師又は歯科医師の宿日直
勤務１回につき21,000円
（5時間未満 10,500円）

同じ

管理職員特別勤務手当

管理又は監督の職にある職員が
臨時又は緊急の必要性等により
週休日又は休日に勤務した場合
に支給
・勤務1回につき管理職手当区分
に応じて6,000円～12,000円

27,550

17,589

同じ

475,365

同じ

16,261

午後10時から翌日の午前5時まで
の間において正規の勤務時間と
して勤務した職員に支給
・1時間当たりの給与額×25/100
×勤務時間数

同じ

同じ

143 71,625

単身赴任手当
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千円 円

（注） 実績のあったもののみ掲載しています。

休日勤務手当

休日等において正規の勤務時間
中に勤務した職員に支給
・1時間当たりの給与額×
135/100×勤務時間数

同じ 21,299 122,407
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